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（３）水道施設の更新需要の増加
　浄水場や配水池、水道管などの水道施設の多くは、
高度経済成長期に整備したため、今後、順次老朽化
が進むことから更新していく必要があります。
　また、自然災害が頻発する中、災害に強い水道シ
ステムとするため、水道施設の耐震化を着実に進め
ていく必要があります。
浄水場や配水池などの基幹施設については、自然

流下系の浄水場などの更新・耐震化を優先的に行って
おり、現在は西谷浄水場の再整備に着手しています。
　市内全域に埋設されている水道管（総延長約
9,300 ㎞）については、優先順位をつけ、毎年約
110 ㎞のペースを基本とし、年間約 220 億円の事
業費をかけて計画的に更新してきました。しかし、
令和元年度末における水道管の耐震管率は 28％と
見込んでおり、大都市の中でも低い水準にあります。
　今後は、設計・施工等の難易度が高く、多額の工
事費を要する口径 400 ㎜以上の大口径管路の更新需
要が増える見込みです。
大口径管路は災害時に損傷すると大きな被害を引
き起こすため、着実に更新・耐震化を進めていく必
要があります。

　こうした状況の中、平成 13 年度以降、水道局で
は委託化や職員数の削減（約 900 人）、退職手当や
各種手当の廃止等を行い、経費削減を図ることで、
料金収入の減少（約 90億円）に対応してきました。
　しかし、昨今頻発する豪雨等の災害への対応や技
術継承の観点から、今後はこれまでと同様に職員数
の大幅な削減を中心とする経費削減で対応すること
は難しい状況です。
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１●水道料金で支えられている水道事業 ２●水道事業を取り巻く事業環境

３●今後の事業環境

４●審議会の答申

５●答申を踏まえた今後の方向性

横浜市の水道事業の現状と
今後の方向性

横浜市の水道事業の現状と
今後の方向性

水道事業を確実に将来に引き継ぐため、
料金改定の検討を進めています

このリーフレットの詳細版はこちらからご覧ください。
横浜市の水道事業の現状と今後の方向性

漏水検査

水源林の間伐

水質検査

管路更新

メーター検針

応急給水訓練

被災地支援

耐震補強工事

　24 時間絶え間なく安全で良質な水道水をお届け
するためには、浄水場や配水池、水道管など、水源
から蛇口まで多くの施設が必要であり、これら水道
施設の計画的な更新や適切な維持管理には、多額の
資金が必要です。
　事業運営に当たり、一般の行政サービスは税金を
財源としていますが、水道事業は原則として水道料
金によってまかなわれています。この制度を「独立
採算制」といいます。
持続可能な事業運営を行っていく上で、水道料金
の設定は大変重要です。

　今後、横浜市では人口減少が予測されており、使
用水量はさらに減少する見込みです。使用水量の減
少により、料金収入もさらに減少することが見込ま
れ、今後は厳しい事業環境が想定されます。

　将来にわたって水道事業を維持し、発展させてい
くために水道料金はどうあるべきかを検討するため、
「横浜市水道料金等在り方審議会」を設置し、昨年９
月に答申を受領いたしました。
【答申（概要）】
１ 使用水量の減少や多量使用者の減少などの事業環境
 を踏まえ、時代に合った料金体系（料金負担の在り方）
 に早期に見直す必要がある。
２ 災害時に損傷すると大きな被害を引き起こす、大口径
 管路の更新・耐震化のペースを今よりも早めるべき。
３ 現在金利が低いことなどから、より積極的に企業債（借
 金）を活用すべき。

（１）使用水量の減少
　節水機器の普及・高性能化や、企業のコスト削減
などにより使用水量は減少しています。

（１）現行の料金体系を見直します
①口径別料金体系へ早期に移行し、基本料金での
　固定費の回収割合を高めます
　水道局はお客さまの予定使用水量に応じた施設
規模をあらかじめ準備しており、その予定使用水
量はメーターの口径に比例して大きくなります。
　しかし、現行の横浜市の料金体系では、予定使
用水量の多寡にかかわらず基本料金が一律であり、
予定使用水量の多い、メーターの口径が大きい使
用者ほど、施設規模を維持するための基本料金が
軽減されている状況です。そのため、基本料金で
固定費を回収する割合が低くなっており、使用水
量の減少により財政を圧迫しています。
　使用水量の更なる減少など、今後の厳しい事業
環境を見据えた上で、水道事業を確実に将来に引
き継ぐため、メーターの口径ごとに単価を設定す
る「口径別料金体系」へ早期に移行し、基本料金
での固定費の回収割合を高めていきます。

（２）料金収入の減少
　料金収入は、次の理由により減少し続けています。
①  前述のとおり、使用水量が減少していること。
② 単価の高い多量使用者の使用水量が減少してい
 るため、使用水量の減少割合以上に料金収入の
 減少割合が大きくなっていること。

浄水場

水道管

取水施設

ダムや川などの
水を取り入れる
ところです。

水源

道志川、相模湖
など５つの水源
を有しています。

配水池

浄水場で作った
水道水をためて
おく倉庫です。
市内に22カ所
あります。

原水の濁りや臭いを取り除
き、安全で良質な水道水を
つくる施設です。
現在、市内に川井、西谷、小
雀の３つの浄水場があります。
川井、西谷の2つの浄水場
にはポンプを使わずに水源
の水を送ることができ、停
電に強い自然流下系の浄水
場となっています。

配水池から出た水道水は、水
道管を通って家庭などに送ら
れます。
市内の水道管の総延長約
9,300kmは、地球４分の１周
と同じくらいの距離です。
水道局では、この長さの水道
管を日々維持管理しています。

現行の横浜市の料金表（家事用・業務用）（１戸１ヶ月・税抜）

人口と使用水量の推移

水道料金収入の推移

現行の料金表では、使用水量が増えるにつれ、単価が高くなる
仕組み（逓増型）を導入しているため、多量使用者ほど単価が
高くなっています。
多量使用者の割合が減少することで、使用水量の減少割合以上
に料金収入の減少割合が大きくなっています。

東日本大震災の地震・津波
にも耐えた耐震管
（仙台市水道局提供）

耐震管は、これまでの大震災で
被害が報告されていません。

職員数、人件費及び委託料の推移

今後の使用水量の見込み

横浜市水道料金等在り方審議会

現行の料金体系の基本料金 口径別料金体系の
基本料金の例

水道を利用している皆様へ
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金額

家　事　用 13㎜ ●●円

20㎜ ▲▲円

25㎜ ■■円

200㎜ △△円

250㎜ □□円

40㎜ ◯◯円

業　務　用 一　律
790円

公衆浴場用

口径 13㎜～25㎜は、
生活用水の使用が中心

＊実際には基本料金の他、従量料金
　が加算されます。
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業務用水量

家事用水量

公衆浴場用・その他水量
→推計実績←
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②従量料金の逓増度を緩和し、多量使用者への
　依存度を軽減します
　逓増型の料金体系は、高度経済成長期において、
水道施設の拡張が人口増加に追い付かなかったこと
から、多量使用者の水使用を抑制するとともに、生
活用水としての使用が大半を占める少量使用者への
配慮のため、導入しました。
　使用水量が減少する中、水使用を抑制する必要性
は薄れていますが、生活用水への配慮は引き続き必
要であり、逓増型の料金体系を維持します。
　ただし、多量使用者の減少により、使用水量の減
少割合以上に料金収入の減少割合が大きくなってい
ることや、今後もこうした傾向が継続する見込みで
ある状況においても、持続可能な事業運営を行って
いくために、従量料金の逓増度は緩和し、多量使用
者への依存度を軽減していきます。

　市内の水道管約 9,300km のうち、大口径管路は
約 1,000km あります。大口径管路は浄水場から配
水池までの管路や、配水池から多くの水を送り出す
管路であるため、災害時に被害があった場合に大き
な影響を及ぼす可能性があります。

　小口径管路が被災した場合は、断水の影響は小さ
いエリア内に限定されますが、大口径管路の更新ペー
スを早めた場合、現状と同じペースで更新した場合
に比べて、発災時断水戸数が約 1/10 となります（表
の点線丸印部）。
　大口径管路の更新・耐震化のペースを早める取組
に合わせて、震度７が推定されるエリアや液状化の
危険度が高いエリアの耐震管率（小口径含む）も
40年後に 100%を目指します。
　更新の対象とする大口径管路が増加し、事業量が
大幅に増大するため、今後 10 年程度を目途に、民
間事業者との連携等、大口径管路の事業量の増加に
対応できるよう準備を進めていきます。
　また、管路の長寿命化の検討をするとともに、水
需要の減少に合わせ、管路の口径を小さくするなど
のダウンサイジングに取り組み、引き続き更新事業
費の縮減にも取り組みます。

③基本水量を廃止します
　横浜市では、基本料金に１か月につき８㎥の基本
水量を設定しており、８㎥までは基本料金分の料金
でご使用いただけるようになっています。
　近年では基本水量以内の使用者が増加し、全体の
約３割を占め、そのうち５㎥以内の使用者が約６割
を占めています。そうした基本水量以内の使用者が
一律の料金となり、不公平感があることから、基本
水量は廃止します。

　水道料金収入は今後も緩やかに減少が続く見込み
ですが、令和５年度までは、当年度純利益を計上す
ることができると予測しています。しかし、その金
額は年々減少する傾向にあります。
　また、西谷浄水場の再整備が始まるとともに、大
口径管路の更新・耐震化のペースを早めていく必要
があるため、水道施設の更新・耐震化に係る事業費
は増加する見込みです。
　これらの結果、累積資金残額は令和 5 年度末には
約４億円まで減少する見込みであり、今後さらに増
大が見込まれる西谷浄水場の再整備や大口径管路の
更新に必要となる資金が積み立てられていない状況
となっています。

④生活用水に対しては、引き続き一定の配慮を行って
　いきます
　基本料金での固定費の回収割合を高めることや逓
増度の緩和といった料金体系の変更により、生活用
水の使用が中心となる口径 13 ㎜～ 25 ㎜における
少量使用区画の料金負担の増加が見込まれますが、
料金設定においては、原価を下回る単価とするなど、
一定の配慮を行っていきます。

②大口径管路の更新のペースアップ
　大口径管路 ( 口径 400 ㎜以上 ) の更新を着実に進
め、40 年後の大口径管路の耐震管率を 100％とす
ることを目指し、更新・耐震化のペースを現在より
早めていきます。

　「メーターの口径」とは、メーターの接続部分の
内径を表しています。
　メーターの口径は、電気料金でいう「アンペア」
のようなもので、一度に使用される量などに応じ
て決定されます。また、一般的に、電気料金はア
ンペアによって基
本料金が異なりま
すが、口径別料金
体系も同様の仕組
みであり、口径に
よって基本料金が
異なります。 口径

逓増型料金体系の仕組み

使用水量と水道料金収入の推移

自然流下系浄水場からの給水エリア拡大のイメージ

基本水量を廃止した場合の料金表のイメージ

（２）西谷浄水場の再整備を着実に進めながら、
　　 できる限り大口径管路の更新・耐震化の
　　 ペースを早めます
①西谷浄水場の再整備
　西谷浄水場は、標高差によりポンプを使わずに相
模湖の水を引き込むことができる自然流下系の浄水
場で、市の中央に位置し、みなとみらいをはじめと
した都心臨海部などへ給水しています。
　西谷浄水場は耐震性の不足、水源水質の悪化、処
理能力の不足といった３つの課題がありますが、市
内の安定給水を確保するため、新旧の施設を順次切
り替えながら、約 20年かけて再整備します。
　この再整備により、西谷浄水場は地震に強い浄水
場に生まれ変わるとともに、良質な水道水を安定し
て供給できるようになります。
　また、自然流下系浄水場からの給水エリアが拡大
でき、エネルギー消費も抑制できるとともに、災害
時の安定給水が確保できます。
事業費は、西谷浄水場に水を運ぶ導水管の整備を
含めて、約 1,000 億円となると見込んでいます。
　なお、西谷浄水場を優先的に再整備する一方、ポ
ンプ系の小雀浄水場は今後縮小または廃止を検討し
ていきます。

（３）現在の金利状況等を踏まえ、
　　 企業債を積極的に活用します
　横浜市でも今後人口が減少する見込みであること
を踏まえると、将来世代に大きな負担を残してはな
りません。しかし、企業債は水道事業において重要
な資金調達の手段であり、現在、金利は低水準にあ
ることや、更新・耐震化に要する多額の資金を確保す
る必要があるため、今後は企業債をより積極的に活
用していきます。
　ただし、発行額は直近の金利状況や各種経営指標
等を確認した上で決定していきます。

６●水道局の財政状況

料金収入、純損益、累積資金残額の推移

７●おわりに
　横浜市の人口は、今後いよいよ減少に転じると予測
されています。また、改正水道法により、コンセッショ
ンに関する規定が整備され、水道事業運営に民間企業
が参入しやすくなるなど、これまで横浜水道が経験し
たことのない新たな時代を迎えます。
　このように水道事業を取り巻く環境が大きく変化す
る中でも、市民の皆さまに信頼され、引き続き水道事
業の運営者として選ばれるよう、経済性を追求すると
ともに、これまで以上に公共性
を意識した事業運営を行ってい
きます。｠
　公共性については、安全で良
質な水道水をいつでもお届けし
続けることに加え、災害に強い水道システムを構築し、
公共インフラとしての使命を果たしていくことが重要
です。また、水道事業は現在の利用者はもとより、将
来の利用者の財産でもあるため、将来に確実に引き継
いでいく必要があります。これらを実現するためには、
膨大な水道施設を適切に維持管理し、更新・耐震化す
るなど、必要な投資を行っていく必要があります。
こうした事業を着実に進め、今後事業費の大幅な増

加が見込まれる西谷浄水場再整備や大口径管路の更
新・耐震化などの財源を確保するため、水道局では、
水道料金の増額改定を行う必要があると考えていま
す。また同時に、水需要の減少や多量使用者の減少と
いった事業環境の変化を踏まえ、口径別料金体系へ移
行するなど、料金体系を変更する必要があると考えて
います。
　今後、検討をさらに深め、議会に料金改定について
提案してまいりますので、ご理解をお願いいたします。

経済性 公共性

水道のことなら 24時間 365日水道局お客さまサービスセンターへ

電話：045-847-6262　FAX：045-848-4281
（おかけ間違いのないようご注意ください）

はちよんなな

作 成：令和２年７月　  横浜市水道局経営企画課
　　横浜市中区本町６丁目 50番地 10

電 話：045-671-3127　FAX：045-212-1157
Email：su-keieikikaku@city.yokohama.jp

水道メーター

現状
（令和元年度）

39％

相模湖系統の
全量処理開始後
（令和 15年度）

51％
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（億円）

料金収入 12％減

使用水量 7％減

H13 H18 H23 H28 H30（年度）

使用水量（有収水量）（左軸）
水道料金収入（右軸）

相模湖系統の相模湖系統の
全量処理開始後全量処理開始後全量処理開始後
（令和 15年度）（令和 15年度）（令和 15年度）

51％51％

現状
（令和元年度）（令和元年度）（令和元年度）

39％39％

拡
大

小雀・企業団

小雀・企業団

川井

西谷西谷浄水場西谷浄水場

小雀・企業団

小雀・企業団

川井

西谷西谷浄水場西谷浄水場

配水池

浄水場小口径管路

大口径管路

市内の水道管
約9,300㎞のうち
大口径管路は
約1,000㎞

  大口径管路
（口径400㎜以上）
  小口径管路
（口径400㎜未満）

管路の更新による 40年後の効果の試算結果＊

パターン

大口径管路の更新
ペースを早めた場合

現在

現状と同じペース
で更新した場合

口径 400㎜
以上の管路の
耐震管率

地震発災時
断水戸数

年平均
更新延長

小口径管路も
含めた管路更新
の費用（年平均）

100％ 0.8 万戸 115㎞ 17㎞ 271億円

93％ 7.8 万戸 109㎞ 15㎞ 253億円

50％ 43万戸 110㎞ 4㎞ 216億円

うち
大口径

＊横浜市水道料金等在り方審議会開催時点の数字または計算値

0

50

100
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200
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（億円）

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5（年度）

73

198

13 4

693

累積資金残額
当年度純利益
料金収入

実績← →予算・計画

（
使
用
水
量
）




